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【資料１】平成 28 年度病院経営管理指標調査 調査票 
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平成 29 年度医療施設経営安定化推進事業 

平成 28 年度病院経営管理指標調査 

調査のご依頼 

１．目的 
病院経営の実態を明らかにし、病院の質的向上とともに健全な運営に資する経営管理の指標

を作成するための基礎資料を得ること及び従来から病院経営上の問題となっている未収金に
ついて、発生件数や発生金額、主な原因を把握することを目的としています。 

 
２．調査対象 

調査対象は平成 29 年 7月末時点における以下の開設者となります。 
・医療法人が開設する病院 
・医療法７条の２に規定する開設者が開設する病院 
 

３．調査事項 
平成 28年度の施設の概況、財務状況、経営実績と経営状況等 

 
４．調査方法 

調査票への記入・提出は、次の①～③のいずれかの方法で行って下さい。 
 

①事務局ホームページよりダウンロードしたエクセルファイルに入力する 
（事務局ホームページURL：http://www.msp-inc.co.jp/msp_index.html） 
→ダウンロードしたファイルに入力の上、エクセルファイルを事務局宛
（byouin28@msp-inc.co.jp）にメールで送付して下さい。 
※エクセルファイルには安全のためパスワードが設定されています。ファイルを開くた

めのパスワードは「msp28」です。 
※お使いのPC環境によってはダウンロードがうまくいかない場合があります。その際は

お手数ですが事務局宛にご連絡いただければメールでファイルを送付申し上げます。 
 

②郵送された調査票に手書きで記入する 
→記入した調査票を同封の返信用封筒により、事務局宛に送付して下さい。 

※返信用封筒を紛失された場合等は弊社宛着払い郵便にて送付して下さい。 
※設問の貸借対照表、損益計算書の数値については、ご記入いただく代わりに原本のコ

ピーをメールにて送付もしくは返信用封筒に同封いただいても結構です。 
 

③事務局からのＥメールに添付されたエクセルファイルに入力する 
平成 27 年度病院経営管理指標調査において記入者のメールアドレスをご記入していた

だいた病院には、事務局からＥメールでエクセルデータを送信させていただきます。当該
エクセルデータに入力の上、エクセルファイルを事務局宛（byouin28@msp-inc.co.jp）に
メールで送付して下さい。 
※エクセルファイルには安全のためパスワードが設定されています。ファイルを開くため
のパスワードは「msp28」です。 

 

注 ご回答の内容は統計的に処理し、個別病院の情報として公表することはございません。 
 

５．提出期限 
平成29年12月29日（金）までにご返送下さい。 
 

６．事務局 
株式会社病院システム 「平成28年度病院経営管理指標調査」事務局 
〒171-0031 東京都豊島区目白2-16-19池袋若林ビル7階 
TEL：03-5396-3921 （土日祝日を除く平日9:00～17:00）  FAX：03-5396-4778 
メールアドレス：byouin28@msp-inc.co.jp 担当：鈴木、冨田 

 

 

  
※弊社では個人情報及び法人情報を特定できるデータを含む文書類については、施錠可能な場所に保管しています。個人情報及び

法人情報の取扱いについては情報管理に関する社内規程を定め、個人情報及び法人情報の保護を徹底しています。 
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平成 28 年度病院経営管理指標調査 【財務票】 
 

 

 

１ 宛名記載の医療機関の財務情報（病院単体）をご記入下さい。 

① 病院単体の貸借対照表（Ｂ/Ｓ）※１、損益計算書（Ｐ/Ｌ）※１をご記入下さい。 

② 病院単体のＢ/Ｓ、Ｐ/Ｌどちらかのみを作成している場合 

→ 病院単体で作成しているもののみご記入下さい。 

③ 病院単体での財務データをお持ちでない場合 

→ 【財務票】については記入せず、別紙の【概況票】へお進み下さい。 

④ ご記入がお手数の場合 

  → 最新の決算書及び過去２年度分※１の原本コピーを送付してください。 

 

 

２ 期中で、運営主体の変更など、施設の概況に大きな変更があった場合はお問い合わせ下さい。 

 

 

３ 各勘定科目については、病院会計準則【改正版】（平成 16 年８月 19 日医政発第 0819001 号）の科目に

より整理してご記入下さい。 

公的医療機関等、開設主体としての会計基準を有する医療機関においては、病院会計準則適用ガイ

ドライン（平成 16 年８月 19 日医政発第 0819002 号）を参照して下さい。 

 

○病院会計準則について（厚生労働省医政局ＨＰ） 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/igyou/igyoukeiei/tuchi/jyunsoku01.html 

 

 

※１財務票については、把握できる最新の決算書(３ページの問３ 過去２年度分の医業収益・費

用及び固定資産等の状況については、最新から遡って過去２年間)の数値についてご記入下

さい。 

 

※２費用が不明の欄は空欄とし、０円の場合は０を記入して下さい。また、合計値のみ把握し内

訳が不明の場合も、内訳項目欄は空欄とし、合計欄のみご記入下さい。 
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以下でご記入いただく貸借対照表及び損益計算書の内容は、病院単体の状況をご記入下さい。
※

問１．貸借対照表 （ 平成 年 月 日 ） ※決算期末日をご記入下さい。

Ⅰ　流動資産（１～７の合計） Ⅲ　流動負債（１～６の合計）

１. 現金・預金 １．未払費用・未払金 ※7

２．医業未収金　※1 ２．短期借入金　※8

３．その他未収金 ３．短期の引当金

４．有価証券 ４．未払税金　※9

５．たな卸資産　※2 ５．前受収益

６．短期貸付金 ６．その他の流動負債

７．その他の流動資産

Ⅱ　固定資産（１～３の合計） Ⅳ　固定負債（１～４の合計）

１．有形固定資産((1)～(4)の合計) １．長期借入金　※8

(1)建物　※3 ２．長期未払金

(2)備品　※3 ３．退職給付引当金

(3)土地 ４．その他の固定負債

(4)その他の有形固定資産※3※4 負債の部合計（Ⅲ＋Ⅳ）

２．無形固定資産 ※5

３．その他の資産((１)～(5)の合計) Ⅴ　純資産合計（１～３の合計）

(1)有価証券 １．出資金

(2)長期貸付金 ２．利益剰余金

(3)役員従業員長期貸付金 うち繰越利益剰余金

(4)他会計長期貸付金 ３．その他

(5)その他の固定資産 ※6

資産合計（Ⅰ＋Ⅱ） 負債及び純資産合計（Ⅲ十Ⅳ+Ⅴ）

○有形固定資産の減価償却累計額の合計額をご記入下さい。

円

※1　医業活動の収益にかかる未収金を計上してください。窓口未収金もこちらに計上して下さい。
　　　 貸倒引当金を差し引いた純額を計上して下さい。
※2　医薬品、診療材料、給食用材料、貯蔵品はこちらに計上して下さい。
※3　減価償却累計額を差し引いた純額を計上して下さい。
※4　構築物、車両及び船舶等を計上して下さい。
※5　借地権、ソフトウェア等を計上して下さい。
※6　繰延勘定、整理勘定（本庁勘定など）等を計上して下さい。
※7　買掛金、未払費用、未払金等を計上して下さい。
※8　借入金は、固定負債の「長期借入金」と流動負債の「短期借入金」に区分計上して下さい。
※9　未払い消費税、未払い法人等を計上して下さい。

ご記入いただく代わりに、原本のコピーをメール（宛先：byouin28@msp-inc.co.jp）もしくは同封返
信用封筒で送付いただいても結構です。

平成 28 年度の貸借対照表の状況と減価償却累計額を下表にご記入下さい。当該年度の状況が確定し
ていない場合は、直近の決算年度の状況についてご記入下さい。

資産の部 負債の部

科目 金額（円） 科目 金額（円）

0

0 0

0

0

0

純資産の部

0 0

減価償却累計額

0 0
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問２．損益計算書 （ 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日 ）

Ⅰ　医業収益（１～６の合計） Ⅳ　医業費用（１～９の合計）

１．入院診療収益 １．材料費((1)～(３)の合計)

２．室料差額収益 (1)医薬品費

３．外来診療収益 (2)診療材料費

４．保健予防活動収益 (3)その他の材料費

５．その他の医業収益 ２．給与費((1)～(4)の合計)

６．保険等査定減 ※1 (1)常勤職員給料・賞与(①～③の合計) ※2

①医師給料・賞与(歯科医師を除く)

②看護師給料・賞与※3

③その他給料・賞与(歯科医師を含む)※4

(2)非常勤職員給料・賞与(①～③合計) ※2

①医師給料・賞与(歯科医師を除く)

②看護師給料・賞与 ※3

③その他給料・賞与(歯科医師を含む)

(3)退職給付費用

(4)法定福利費

３．委託費

４．設備関係費((1)＋(2))

(1)減価償却費

(2)その他の設備関係費 ※5

５．研究研修費

６．経費

７．控除対象外消費税等負担額

８．本部費配賦額

うち役員報酬

９．その他

医業利益（損失）　（I -IV ）

Ⅴ　医業外費用（１～２の合計）

１．受取利息及び配当金 １．支払利息

２．補助金収益 ２．その他の医業外費用 ※4※6

３．その他の医業外収益 経常利益（損失）　（医業利益+Ⅱ－V）

Ⅲ　臨時収益 Ⅵ　臨時費用※7

税引前当期純利益（純損失）　（経常利益+Ⅲ-VI）

当該勘定科目を計上している場合は、マイナスで計上して下さい。

給与を常勤/非常勤で区分していない場合は、（２）を空欄とし、（１）に計上して下さい。

看護師および准看護師の給与・賞与についてご記入下さい。

組合管理費について、給与の場合は「その他給与」、経費の場合は「医業外費用」に計上して下さい。

機器賃借料、地代家賃、修繕費、固定資産税等を計上して下さい。

他会計への繰入額等はこちらに計上して下さい。

除却損は臨時費用に含めて下さい。

問３．過去２年度分の医業収益・費用及び固定資産等の状況

※1 医業収益、医業費用、医業外収益、医業外費用は、問２の損益計算書に対応した科目の金額をご記入下さい。

※2 当該年度末時点における貸借対照表の残高（減価償却累計額控除後）をご記入下さい。

0 0

平成 28 年度の損益計算書の状況を下表にご記入下さい。当該年度の状況が確定していない場合は、直近
の決算年度の状況についてご記入下さい。

収益 費用

科目 金額（円） 科目 金額（円）

0

0

0

0

0

0

Ⅱ　医業外収益（１～３の合計） 0 0

0

※7：

医業収益（円）※1 医業費用（円）※1 医業外収益(円)※1 医業外費用(円)※1

※2：

※3：

※4：

※5：

※6：

0

※1：

固定資産額(円)※2

平成26年度

平成27年度

科目
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平成 28 年度病院経営管理指標調査 【概況票】 

宛名記載の医療機関の状況（病院単体）をご記入下さい。

※不明の項目は空欄としてください。

問１．施設の概況（平成28年度決算期末日現在）

01.都道府県 09.健康保険組合及びその連合会

02.市町村 10.国家公務員共済組合連合会

03.地方独立行政法人 11.公立学校共済組合

04.独立行政法人地域医療機能推進機構 12.その他共済組合及びその連合会

05.日本赤十字社 13.国民健康保険組合

06.社会福祉法人恩賜財団済生会 14.医療法人　　　　→　(１)－２ ヘ

07.北海道社会事業協会 15.その他

08.厚生（医療）農業協同組合連合会

01.財団 01.社会医療法人

02.社団（持分あり） 02.特定医療法人

03.社団（持分なし） 03.出資額限度法人

04.基金拠出型医療法人

05.その他の医療法人

01.がん診療連携拠点病院 08.地域医療支援病院

02.周産期母子医療センター 09.臨床研修病院（基幹型）

03.救命救急センター 10.臨床研修病院（協力型）

     (高度救命救急センター含む) 11.ＤＰＣ病院Ⅰ群

04.災害拠点病院 12.ＤＰＣ病院Ⅱ群

05.へき地医療拠点病院 13.ＤＰＣ病院Ⅲ群

06.在宅療養支援病院 14.ＤＰＣ準備病院

07.在宅療養後方支援病院

※許可病床数：医療法第7条第2項の規定に基づき届け出をした病床の種別の病床数

※稼働病床数：病床に応じた医師、看護師等が配置されるなどして、実際に利用している病床の数

※一般病床：(3)-2における機能を持つ病床を有する場合、内訳をご記入下さい。

※療養病床数：介護療養病床を有する場合、(3)-3において療養病床の合計と内訳をご記入下さい。

　概況票は、医療機関（施設、従業員、患者数等）の状況に関する設問と未収金に関する設問から構成されてい
ます。未収金に関する設問は、以前から定期的に調査を実施しておりましたが、経営に与える影響が大きく、関
心が高いことから、今年度は従来の調査よりも詳細な調査となりますので、ご協力をお願いいたします。

(1)－1

開設者

（該当するも

のに○をご

記入下さい）

（　　　　　   　　　   　　　　　　　 　　　）

(1)-2

医療法人の

場合の種別

(該当するも

のに○をご

記入下さい)

① 種別１ ② 種別２

(3)

許可及び稼

働病床数

総数
精神病床 感染症病床 結核病床

(2)

承認等の状

況

（該当するす

べてに○を

ご記入下さ

い）

一般病床 療養病床

許可病床数 床 床 床 床 床 床

稼働病床数 床 床 床床

平成27年度末までに開設し

ている場合には○を記入

障がい者施設

等病床
特殊疾患病床 その他

床

稼働病床数 床 床 床 床

緩和ケア病床
回復期リハビリ

テーション病床

地域包括

ケア病床

許可病床数

床 床

床 床 床

(3)-3

療養病床の

内訳
総数

うち介護型 うち医療型
回復期リハビリテー

ション病床

床

床

稼働病床数 床 床 床

許可病床数 床 床

(3)－2

一般病床の

内訳

小児入院医療管理

料適用病床

地域包括

ケア病床

許可病床数 床 床 床 床

床

平成27年度末までに開設し

ている場合には○を記入

床

稼働病床数 床 床 床
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01.７対１入院基本料 04.15対１入院基本料

02.10対１入院基本料 05.その他

03.13対１入院基本料

01.療養病棟入院基本料１ 03.その他

02.療養病棟入院基本料２

01.10対１入院基本料 04.18対１入院基本料

02.13対１入院基本料 05.20対１入院基本料

03.15対１入院基本料 06.その他

01.回復期リハビリテーション病棟入院料1 03.回復期リハビリテーション病棟入院料3

02.回復期リハビリテーション病棟入院料2 04.その他

01.地域包括ケア病棟入院料１ 03.地域包括ケア入院医療管理料１

02.地域包括ケア病棟入院料２ 04.地域包括ケア入院医療管理料２

01.救命救急入院料 09.体制強化加算

02.特定集中治療室管理料 10.入院時訪問指導加算

03.ハイケアユニット入院医療管理料 11.慢性維持透析管理加算

04.脳卒中ケアユニット入院医療管理料 12.在宅復帰機能強化加算

05.地域包括診療料 13.在宅療養実績加算

06.介護支援連携指導料 14.精神科急性期医師配置加算

07.ADL維持向上等体制加算 15.院内標準診療計画加算

08.救急・在宅等支援病床初期加算 16.精神保健福祉士配置加算

問２　従事者の状況（平成28年度決算期末時点）

職種別の従事者数をご記入下さい。（※派遣職員は除く）

常勤

非常勤（常勤換算）

常勤

非常勤（常勤換算）

【再掲】 その他医療系技術者（常勤換算）

事務職員（常勤換算）

前期研修医（卒後2年目まで）　（常勤換算） その他の職員（常勤換算）

後期研修医（卒後3～5年目まで）　（常勤換算）

※常勤は整数、非常勤は小数第一位までご記入下さい。

※医師の従事者数には、指導医、前期研修医、後期研修医も含めた人数をご記入下さい。

※その他医療系技術者の欄には、歯科医師に加え、理学療法士及び言語聴覚士などのコメディカル等の有資格者の数を合計

　 してご記入下さい。

※派遣職員については、従事者数に含めないで下さい。

②

① 一般病棟

入院基本料

療養病棟

入院基本料

（　　　　　　　　　　　　　　　）

④ 回復期リハビリテー

ショ ン病棟入院料

③ 精神病棟

入院基本料

⑤ 地域包括ケア病

棟入院料

従事者数職種 従事者数 職種

⑥ その他

(4)

診療報酬
の算定状

況
（該当する

ものに○を
ご記入下

さい）

※複数取

得している
場合はす

べてに○
をご記入

下さい。

人

人

非常勤（常勤換算） 人 准看護師
人

常勤 人 看護師

人

人

指導医数
（臨床経験7年目以上で指導者講習会等を受講済の指導医数）

人 人

医師

（歯科医師を

除く）

人 人

人

【参考：計算式及び記入方法について】

・換算数は以下の計算式を用いて算出して下さい。

従事者の１週間の勤務時間
病院が定めている１週間の勤務時間

　ただし、１ヶ月に数回の勤務である場合は、以下の計算式を用いて算出して下さい。

・従事者の勤務時間は実態に応じて算出して下さい。
・上記の計算式によって得られた数値を、小数点以下第２位を四捨五入して、小数点第１位まで計上して下さい。
　得られた結果が0.1 に満たない場合は0.1 と計上して下さい。

病院が定めている１週間の勤務時間×４（週）
従事者の１ヶ月の勤務時間
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問３　患者数の状況（平成28年度決算期末時点）

患者数の状況（年間合計）をご記入下さい。数値を把握していない項目は空欄として下さい。

※「病院報告」で提出している数値をご記入下さい。

① 在院患者延数（年間） 24時現在、病院に在院している患者数

うち二次保健医療圏内（年間） 貴医療機関が所在する二次保健医療圏内からの在院患者延数

うち二次保健医療圏外（年間） 貴医療機関が所在する二次保健医療圏外からの在院患者延数

うち訪日外国人

② 新入院患者数（年間） その日のうちに退院した患者も含む。

うち訪日外国人

③ 退院患者数（年間） 入院してその日のうちに退院した患者も含む。

うち地域包括ケア病棟の退院患者数（年間）

うち訪日外国人

④

⑤ 外来患者延数

うち二次保健医療圏外（年間） 貴院が所在する二次保健医療圏外からの外来患者延数

うち訪日外国人

⑥ 訪問診療・往診患者延数（年間） 診療報酬算定患者に限る。

⑦ 救急対応患者数（年間）

うち訪日外国人

⑧ 初診患者数（年間） 初診料を算定した患者数

⑨ 紹介患者数（年間） 他の医療機関より紹介状を持参して来院した患者数

うち地域包括ケア病棟の退院患者数（年間）

⑩ 逆紹介患者数（年間） 他の医療機関に紹介し、診療情報提供料を算定した患者数

⑪ 全身麻酔手術患者数（年間）

※1：診療時間以外の時間（休日及び深夜（午後10時から翌日の午前6時まで））

※2：午後6時から翌日午前8時までをいいます。

問４　外来患者の医薬分業状況（平成28年度決算期末日時点）

医薬分業の実施状況に関して、該当するものに○をご記入下さい。

01.院外処方を実施 03.院外及び院内処方を実施

02.院内処方を実施

※年度途中に移行した場合は、期間の長い方を選択します。

問５　外部評価の認定・取得状況（平成28年度決算期末日時点）

外部評価の受審状況に関して、該当するものに○をご記入下さい。

01.病院機能評価の認定を受けている 03.その他の外部評価 （　　　　　　　　　　　　 ）
02.ISOを取得している 04.取得してないまたは認定を受けていない

本調査での訪日外国人とは、観光やビジネス等の目的で来日し、かつ日本の公的医療保険に加入していない外国人と

し、医療目的で来日した外国人を除く。

項目 患者数 備考

人

人

人

うち一般病棟用の重症度、医療・看護必要度

を満たす在院患者延数（年間）
人

人

うち入院時日常生活機能指標が10点以上の

在院患者延数（年間）
人

うち回復リハビリテーション病棟の在院患者延

数（年間）
人

うち地域包括ケア病棟の在院患者延数（年間） 人

人

うち回復リハビリテーション病棟の新入院患者

数（年間）
人

うち地域包括ケア病棟の新入院患者数（年間） 人

人

人

うち回復リハビリテーション病棟の退院患者数

（年間）
人

人

人

自院以外を交えたカンファレンス記録のある患

者数（年間）
人

うち、救急車、救急医療用ヘリコプター搬送患

者数
人

退院患者のうち自院以外を交えたカンファレンス記録がある患者に

限る。

人

人

人

人

人

救急車や救急医療用ヘリコプター等により搬送され受け入れた患者

数に加え、それ以外の方法で時間外※1・休日・夜間※2に来院した

患者数

人

人

人

人

うち回復リハビリテーション病棟の退院患者数

（年間）
人

人

人
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問６　患者の不払いによる異常債権（督促債権）※の状況（平成26～28年度決算期末日現在）

※

（１）異常債権の状況

異常債権総額

うち、75歳以上

うち、75歳未満

うち、国内在留外国人

うち、救急車による搬送患者

うち、訪日外国人

うち、救急車による搬送患者

うち、納付困難者

うち、最大の異常債権額

うち、１００万円以上の異常債権

医業未収金（正常債権及び異常債権の合計）

平成26年度中に損金処理した未収金

異常債権総額

うち、75歳以上

うち、75歳未満

うち、国内在留外国人

うち、救急車による搬送患者

うち、訪日外国人

うち、救急車による搬送患者

うち、納付困難者

うち、最大の異常債権額

うち、１００万円以上の異常債権

医業未収金（正常債権及び異常債権の合計）

平成27年度中に損金処理した未収金

患者数 金額（円）

人 人

未収金に関する設問は、以前から定期的に調査を実施しておりましたが、経営に与える影響が大きく、関心
が高いことから、今年度は従来の調査よりも詳細な調査となりますので、ご協力をお願いいたします。

各年度末の医業未収金を貴医療機関が回収可能性に基づき、回収可能性に問題がない正常債権と回収可
能性に問題がある異常債権（一定期間入金のない債権や回収されない可能性があると貴医療機関にて判
断した債権）に分類した当該異常債権の状況をご記入下さい。

室料差額収益（差額ベッド代）及び患者が負担する費用は含め、自賠責保険で支払われるべき額（保険会社
から医療機関に支払われる診察料）は除いてご記入下さい。

本調査での訪日外国人とは、観光やビジネス等の目的で来日し、かつ日本の公的医療保険に加入していな
い外国人とし、医療目的で来日した外国人を除きます。

平成26年度、平成27年度、平成28年度の３カ年度における各年度末の異常債権に関する状況をご記入下さ
い。

平成26年度末
入院 外来

患者数 金額（円）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

－ 人 － 人

人 人

人 人

人 人

平成27年度末
入院 外来

患者数 金額（円） 患者数 金額（円）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

－ 人 － 人

人 人

人 人
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異常債権総額

うち、75歳以上

うち、75歳未満

うち、国内在留外国人

うち、救急車による搬送患者

うち、訪日外国人

うち、救急車による搬送患者

うち、納付困難者

うち、最大の異常債権額

うち、１００万円以上の異常債権

医業未収金（正常債権及び異常債権の合計）

平成28年度中に損金処理した未収金

（２）保険者種別の未収金の状況

平成26～28年度末における異常債権残高について保険者別内訳をご記入下さい。

救急搬送患者

救急搬送患者以外

救急搬送患者

救急搬送患者以外

単独公費負担医療・生活保護

その他・不明

救急搬送患者

救急搬送患者以外

救急搬送患者

救急搬送患者以外

単独公費負担医療・生活保護

その他・不明

救急搬送患者

救急搬送患者以外

救急搬送患者

救急搬送患者以外

単独公費負担医療・生活保護

その他・不明

人 人

平成28年度末
入院 外来

患者数 金額（円） 患者数 金額（円）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

－ 人 － 人

人 人

人 人

人 人

平成26年度
入院 外来

患者数 未収金額（円） 患者数 未収金額（円）

人 人

保険外診療
人 人

人 人
保険診療

人 人

人 人

人 人

平成27年度
入院 外来

患者数 未収金額（円） 患者数 未収金額（円）

人 人

保険外診療
人 人

人 人
保険診療

人 人

人 人

人 人

平成28年度
入院 外来

患者数 未収金額（円） 患者数 未収金額（円）

人 人

人 人
保険診療

人 人

人 人
保険外診療

人 人

人 人

人 人
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（３）未収金対策の取組状況

（３）－１　予防対策

未収金マニュアルの利用 連帯保証人の入院時誓約書の提出

退院時全額精算の制度化

相談窓口の設置、制度説明 無料・低額診療所の紹介

未収金対策に詳しい外部人材の採用 その他

預り金や保証金（前金）の徴収 該当無し

多言語の未収金マニュアルの利用 海外旅行保険の確認

医療費相談窓口の設置 分割払いの検討

医療費に関する制度の説明

預り金や保証金（前金）の徴収 誓約書上での連帯保証人の取付

概算医療費の事前提示 その他

該当無し

（３）－２　未収金の回収対応策

未収金の管理や催促を行う専門部署の設置

警察・損保OBの雇用 外国人未払医療費補填事業の活用

未収金対策マニュアルの作成

電話催促 （裁判所による）支払催促

文書催告（一般文書） 少額訴訟

文書催告（内容証明付き郵便） その他法的手続き（民事訴訟・民事調停）

訪問 その他

債権回収業者の利用

弁護士への相談

未収金が一定額以上の場合に利用している その他

03. 08.

04. 09.

未収金発生

の予防対策

（該当するも

のに○をご記

入下さい、複

数回答可）

01. 06.

02.
クレジットカードやデビットカード等での支払い対

応
07.

患者の理解可能な言語での治療費の支払い方

法を確認（通訳等の雇用を含む）

（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　）

05. 10.

訪日外国人

の未収金発

生予防対策

（該当するも

のに○をご記

入下さい、複

数回答可）

01. 08.

03. 10.

04. 11.

02.
クレジットカードやデビットカード等での支払い対

応
09.

（退院時に未払い分が残る場合に）誓約書やパ

スポート等のコピーの取得

05. 12.

06. 13. （具体例：　　　　　　　　　　　　　　　）

07.
請求書や明細書等、医療費に関わる資料の多言

語化
14.

(3)-2①

未収金回収

方法

（該当するも

のに○をご記

入下さい、複

数回答可）

01. 10.

04. 13.

05. 14.

06. 15.

07.

救急患者についての医療費損失補填事業の活

用

02. 11.

03. 12.
保険者請求（保険者に対する未払一部負担金の

処分請求）

16.

08. （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

09.

(3)-2②

未収金の回

収対応の履

歴管理の有

無

（該当するも

のに○をご記

入下さい）

01. 管理している 02. 管理していない

(3)-2③

債権回収業

者を利用する

場合

（該当するも

のに○をご記

入下さい）

01. 03.

02. 未収期間が一定期間以上の場合に利用している （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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＜以下の設問は救命救急センター（高度救命救急を含む）の認定を受けている病院のみお答えください。＞

（４）

※1：

（４）－１　この事業の存在を知っていますか。以下、当てはまるものに○をご記入下さい。

知っている

知らない

（４）－２

利用したことがある　→　(4)－４以降へ

利用したことがない　→　(4)－３へ

（４）－３

該当する事案がなかった

手続きが面倒で申請しなかった

その他

（４）－４

各年度において制度を利用し、補助を受けた金額

補助件数

（４）－５　この制度の優れている点について、当てはまるものに○をご記入下さい。

外国人救急患者の受入れが行いやすくなった

病院経営に際する未収金の負担が軽減された

その他

（４）－６　この制度の改善すべき点について、当てはまるものに○をご記入下さい。

補助基準額（1ヶ月1人当たり20万円超の未収金）の引き下げ

事業負担割合（現在:国1/3、都道府県1/3、事業者1/3）の事業者分の引き下げ

その他

(4 )－２で「02 .利用したことがない」を選択した場合、その理由として当てはまるものに○をご記
入下さい。

医療提供体制推進事業費補助金　救命救急センター運営事業　外国人にかかる前年度の未収金へ
の補助事業について※１

救命救急センターにおいて、重篤な在日外国人救急患者の救命医療を行い、無保険者について努力した
にもかかわらず回収できない未収金（１カ月１人当たり20万円超）に限って、20万円を超える部分につい
て、救命救急センター運営費補助金の基準額に加算して都道府県から補助金を受けられるという事業を言
います。

01.

02.

(4 )－１で「01 .知っている」を選択した場合、この制度を利用したことはありますか。以下、当て
はまるものに○をご記入下さい。

01.

02.

01.

02.

03. （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(4 )－２で「01 .使用したことがある」を選択した場合、この事業を利用した金額をご記入下さい。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

円

② 件 件 件

① 円 円

03. （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

01.

02.

03. （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

01.

02.
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問７　貴医療機関の名称及びご回答担当者についてご記入下さい。

（医療法に基づいて許可を受けた病院名を、省略せずにご記入下さい）

（都道府県名からご記入下さい）

アンケート結果の送付を希望された場合、ご記入いただいたメールアドレスに調査結果を送付
致します。

自由記述（例：調査票の改善点、調査票を記入する際にわかりにくかった点等）

病院名

所在地

記入者

フリガナ 部署・役職

氏名

※

ＴＥＬ ＦＡＸ

メール
アドレス

アンケート結果の

送付
01.希望する 02.希望しない

以上で設問は終わりです。

メール（宛先：byouin28@msp-inc.co.jp）又は同封の返信用封筒で、

調査票をお送り下さい。

ご多忙の中、調査にご協力賜わり、誠にありがとうございました。
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【資料２】未収金管理について 
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1.外国人の未収金について 
 

訪日外国人旅行者数は、15年前の 500万人台から、10年前の 800万人台、平成 28年では 2,400

万人と 10年前の３倍に急増（下表参照）している。また国別では、韓国、中国、台湾、香港、

米国と続き、アジアの上位５位までで、訪日者の 75%以上（下表参照）を占めている。 

このような、急激な訪日者の増加に伴い、国内の受入体制に様々な課題も顕在化しており、

特に医療分野の受入体制整備は喫緊の課題となってきているといわれる。 

本稿では、この医療分野の中での「外国人の未収金」についいて各方面での対策を紹介する。 
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年
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年別訪日外客数（法務省資料）             年別訪日外客数 

訪日外客数
平成  14年 5,238,963

 15年 5,211,725
 16年 6,137,905
 17年 6,727,926
 18年 7,334,077
 19年 8,346,969
 20年 8,350,835
 21年 6,789,658
 22年 8,611,175
 23年 6,218,752
 24年 8,358,105
 25年 10,363,904
 26年 13,413,467
 27年 19,737,409
 28年 24,039,700

出典：法務省資料

年

32.1%

25.3%

14.0%

6.4%

3.7%

3.3%

3.0%

2.8%

1.3%
1.2%

1.2%

1.1%
0.8%

0.8%

0.8% 0.6% 0.5% 0.4% 0.3% 0.2%
0.2%

韓国 中国 台湾 香港 米国 タイ その他

豪州 フィリピン マレーシア インドネシア ベトナム シンガポール カナダ

英国 フランス インド ドイツ イタリア ロシア スペイン

外客国別構成比 

出典：日本政府観光局(JNTO) 

国・地域 国別構成比

韓国 32.1%
中国 25.3%
台湾 14.0%
香港 6.4%
米国 3.7%
タイ 3.3%
その他 3.0%
豪州 2.8%
フィリピン 1.3%
マレーシア 1.2%
インドネシア 1.2%
ベトナム 1.1%
シンガポール 0.8%
カナダ 0.8%
英国 0.8%
フランス 0.6%
インド 0.5%
ドイツ 0.4%
イタリア 0.3%
ロシア 0.2%
スペイン 0.2%



 

資料２－3 

 

（１）訪日者の医療機関受診者数 

観光庁調査によると、訪日外国人旅行者の約 4％が「日本滞在中に不慮の怪我・病気にな

っており」、訪日外国人旅行者の約 3割が「日本滞在中のケガや病気等を補償する保険に未加

入」という結果が出ており、医療分野の受入体制の課題（医療費未払い問題、多言語対応）

は今後ますますクローズアップされてくるものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）訪日者の医療機関受診者の未収金発生数 

医療機関受診者の未収金発生数は、平成 27年 12月に大阪府健康医療部が大阪府内救急告

示医療機関（257 機関）を対象に実施した「外国人旅行者救急実態調査（調査対象期間：平

成 27年 7月 1日～9月 30日）」によると、２次救急医療機関 17件（12病院）、３次救急医療

機関 10件（8病院）の対象病院での外国人旅行者受入数 375人の内訳は、２次救急医療機関

251人、３次救急医療機関 124人と報告されている。 

また、救急 115人のうち、3 次救急医療機関が受け入れたのは 52人となっている。 

この中で医療費未払い事案は 27件発生（20病院）の報告とされている。 

すなわち、医療費未払い事案発生割合は 7.2％（27/375：筆者計算）となる。 

一方、国内での医療費未払い事案割合は、厚生労働省保健局による「未収金に関するアン

ケート調査報告」（平成 20年 5月 28日）によると、0.7％（入院 2.6%、外来 0.5％）である

ことから、訪日者の医療機関受診者の未収金発生割合は、国内患者に比べ約 10倍の率で発生

していることとなる。 

 

 

（３）訪日者の医療機関受診者の未収金対策 

①対策の種類 

対策には、3つの段階での施策が考えられる。 

訪日外国人旅行者に占める「ケガ・病気」による 

医療機関受診者割合（観光局調査資料） 

日本滞在中のケガ・病気等の補償保険加入者

割合（観光庁調査資料） 

96%

4%

健康 不慮の怪我・病気
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 入口対策例 

訪日外国人旅行者が、日本国内の医療機関にて治療を受けた際に保険給付を受けることが

できる海外旅行保険の加入促進に向けた取組を各国在日機関を通じ啓蒙を図る。 

 

 中間対策 

・医療機関での「医療費未払い対策マニュアル」の作成（次項参照） 

・多言語による医療制度の説明と理解 

・患者から誓約書やパスポート等のコピーや連帯保証人の取付 

 

 出口対策 

・最終的に未払いとして残ってしまった医療費について、その一部を補填する制度 

・公的保険制度や自治体が在日外国人等を対象に実施している医療費の補填制度の利用 

 

（４）医療費未払いへの対応 

今回調査において、医療費未収金の回収対応策（問６．（３）-2）の一つに「未収金対策マ

ニュアルの作成」の有無を求めた。その中で、整備されている病院は 62.2％と多いが、訪日

外国人に対する多言語のマニュアルは 1.8%とまだ未整備である。そのため、訪日外国人の医

療機関受診者の未収金対策としての「医療費未払い対策マニュアル」を紹介する。 

 

 

入口対策 

中間対策 

出口対策 



 

 

 

参考資料：医療費未払い対策マニュアル例 

 

出典： 

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 

「訪日外国人旅行者の医療分野における受入体制整備実証事業」報告書 

平成 29年 3月 近畿運輸局 

 

 

 

 

 

訪日外国人旅行者用の医療費未払い対策マニュアルをご提供いた

します。 このマニュアルは、訪日外国人旅行者の受け入れ実績のあ

る多くの医療機関からお聞きした有益な取り組み等を記載させてい

ただいております。訪日外国人旅行者の医療費の未払い対策の一つ

としてご活用いただければ幸いです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年３月改訂版 

医療費未払い対策マニュアル 
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① 治療費は、病院の全てのメンバーが行う役務の提供やサービス、また、病院施設をご

利用いただいたことへの対価です。 

② この病院を必要とする多くの患者の皆様方に、よりよい治療や、よりよい環境での入

院等を行っていただくには、患者の皆様方に治療等に要した費用についても十分に

「ご理解」と「ご納得」をしていただき、「平等」にお支払いいただくことが必要で

す。 

③ これは、訪日外国人旅行者においても同じことです。しかしながら、訪日外国人旅行

者につきましては、言語の問題や、治療等に対する考え方の違い、更には治療費が自

由診療のため全額自己負担となるなど、いくつか異なる課題もあります。 

④ また、患者様が治療費の一部を支払わずに退院された場合には、その督促・回収や日々

の未払い金の入金管理など新たな業務が発生し、病院としても多大な時間と費用がか

かることになります。 

⑤ このため、私たちは、患者様の来院時から考えられる限りの十分なコミュニケーショ

ンを取っていく必要があります。また、病院全体が一丸となって、患者様の退院時に

は未払い金が発生しないための（＝退院時までには治療費全額をお支払いいただ

く）、できる限りの対応を行うことが大切です。 
 

 

 

 

 

① 言語の問題 

→来院から退院時まで、受付・治療・会計など色々な場面にて患者様とのコミュ

ニケ―ションがとても重要です。その為にも患者様とコミュニケ―ションでき

る言語での対応は不可欠となっています。自前にて通訳者を手配する方法も有

益ですが、現在は２４時間電話対応できる医療分野を得意とする通訳会社もあ

ります。医療費の未払いを軽減・防止するには、受付・会計でもこれらの通訳サ

ービスを活用することはとても有益な対策であり、実際に未払いを防止できた

病院もあります。 

② 治療費が高額で支払うことができない。医療内容に不満がある。など 

→他の病院にて実際に行っている取り組み等を参考として、次頁以降に対応策を

まとめてみました。 
③ お金の持ち合わせがない。支払う意思がない。など 

→他の病院にて実際に行っている取り組み等を参考として、次頁以降に対応策を

まとめてみました。 

１．治療費を支払ってもらうことの大切さ 
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 言語の問題により、十分にコミュニケーションが取れないケースがあります。 

→※自前にて通訳者を手配したり、２４時間電話対応できる医療分野を得意とする通訳

会社を活用するなどの対応策があります。 

 患者様の居住国との物価水準の違い等から、治療内容やその治療費の額について、患者

様にご理解・ご納得がいただけないケースがあります。また、訪日外国人旅行者の医療

費は自由診療となり全額自己負担となり高額化します。 

→※海外では（特に医療保険制度が充実していない国では）、治療前に、保証金を預

かったり、支払方法・支払い見込み等が確認できた後に治療を開始する国があり

ます。 

→※国内では、特に一時的に入国している外国人旅行者へは、医療費の支払いが退院ま

でに完了する患者様か否かの状況を確認しつつ、支払いが困難となりそうな場合に

は、その後の治療方法やそれにかかる金額を示したうえで、患者様に治療方法等に

ついて選択等していただいている病院があります。その際、支払い方法等について

も確認しています。 

 旅行中であり手持ち資金がないことや、支払いについてまず「ＮＯ（＝できない）」か

ら切り出されるケースがあります。 

→※訪日外国人旅行者は、退院後近日中に日本から出国する可能性が高く、旅行者が退

院するまでに医療費のお支払いを完了させる必要があります。このためには、入

院中の患者様といえども、週単位など都度支払いを行っていただくなどの対応を講

じることも大切です。 

→※患者様が海外旅行保険に加入している場合には、入院中にこの保険会社からの支

払いに関する承諾をＦＡＸにて取り付けておくことが大切です。 

→※国内では、カード決済や同伴者達の立替（各人からのカード決済など）、更には

本国からの送金などにより、治療費の支払いが行われた例もあります。 

→※国内在住の親戚や友人等へ連絡を取り、来院いただくなどの対応を行っている病

院もあります。 

→※また、患者様のパスポートや本国の身分証明書のコピー等を取り付け、毅然とした

態度で支払いを要求するとともに、対応に苦慮する場合には、大使館や領事館など

へ連絡している病院もあります。 

２．治療費が支払われないケースを知っておこう 
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① 患者様の居住国、コミュニケーション可能な言語、日本での滞在先・滞在期間、同伴

者等を確認します。 

② コミュニケーション可能な言語にて、日本の医療水準は高いが費用も相応のものにな

ることを来院の患者様へご理解していただきます。また、治療費の支払い方法や支払

い者を確認します。 

③ 必要に応じて、受付時に治療費の支払いに関する誓約書の取り付けや（または準備）、

パスポートおよび本国の身分証明書のコピーの取り付けを行います。 

④ 救急等にて患者様ご本人への対応ができない場合には、同伴者から①②（必要に応じ

て③）の確認と理解を得るようにします。 

⑤ 患者様との医療費等に関する病院側の相談窓口（担当者）を明確化します。 

⑥ 海外旅行保険に加入の場合、直ちにこの保険会社へ連絡するように依頼するとともに、

この保険会社の連絡先や担当者などを確認します。 

⑦ ウォークインのケースで、予め治療費の概算がわかる場合などは、受付時に前払い（一

時預かり）していただく対策を取っている病院もあります。 

 

☆ ≪対応必須事項 ≫☆  
コミュニケーション可能な言語にて、患者様へ治療費の支払い方法や支払い 

者を確認します。海外旅行保険の加入の有無等を確認します。それぞれ確認 

した内容を書面にて記録し共有化していきます。 

 

<コミュニケーションと各種確認作業等が重要となります。> 

３．来院時の対応 



 

4 

 

 

 

 

 

 

① 発生した治療費については、当日に支払っていただきます。患者様本人にて支払い（カ

ード決済を含む）が完了しない場合には、同伴者からの立替（カード決済を含む）を

依頼または提案します。また、銀行からの引き出しなども依頼します（病院外に出

る際は同行が必要です。）。 

② 入院する場合は、今後の治療方法やその費用等について、患者様および同伴者へ説明

し、支払い方法やその確実性について確認します。また、保証金を取るようにします。

そのうえで、発生した治療費については週単位等にて支払っていただくなど、未払い

金が退院時に精算できる範囲内としておくことが重要です。 

③ 海外旅行保険にて支払いを受ける場合には、引受保険会社の支払いに関する承諾書を 

FAX にて取り付けます（なお、状況に応じては一時立替払いを患者様へ依頼した方が

よい場合もあります。）。

 

☆≪対応必須事項≫☆  
入院の場合、医療費の支払い者へ支払い方法やその確実性について確認しま 

す。また、場合によっては分割などの方法も検討します。（海外旅行保険等に

ご加入の場合）保険会社から支払い承諾書を取り付けます。確認した内容・

その実施状況を書面にて記録し共有化していきます。 

 

<未払いを発生させない最大のポイントは、病院内に患者様がいる間に

精算していただくことです。> 

４．治療期間中の対応 



 

5 

 

 

 

 

 
 

① 治療費の請求書を患者様へ渡せるように事前に準備しておきます。病院内の各部署 

からの請求漏れがないことを確認しておきます。また、事前にお伝えしていた金額 

と異なる場合には十分に説明しご理解を得るようにします。 

② 必要に応じて、国内在住の親戚や友人等へ連絡を取り、来院いただくなどの対応を 

行っている病院もあります。 

③ 支払いが完了するまでは、病院関係者が患者様に付き添うようにします。（逃亡等の 

防止）例えば、医事課と看護師が連携するなど、必ず誰かが同行して会計場所まで 

案内し支払いが完了するまで立ち会っている病院もあります。 

④ 患者様本人にて支払い（カード決済を含む）が完了しない場合には、同伴者に立替

（カード決済を含む）ていただくなど依頼または提案します。また、銀行からの引 

き出しを依頼します（病院外に出る際は同行が必要です。）。 

⑤ できるだけの対応を行っても未払いが発生する場合には、患者様および同伴者の支 

払い意思を再度確認し、「出国または〇日以内（例えば７日）のいずれか早い日まで 

に」支払う旨を約定する所定の誓約書を差し入れていただきます。同伴者には連帯 

保証人になっていただき、ご本人および同伴者のパスポートや本国の身分証明書の

コピーも取り付けます。この場合でも後日払いの金額は極力最小限とするように対 

応します。患者様と連帯保証人を交えて、誓約書の内容について確認します。また、

その場から、出国までの滞在先へ連絡し、患者様本人の国内での所在地を確認しま 

す。 

 

☆ ≪対応必須事項 ≫☆  
退院時には 、未払い金の全額を精算していただきます。できるだけの対応を 

行っても未払いが発生する場合には、患者様から所定の誓約書やパスポート

等のコピーを不備なく取り付けます。また、誓約書を用いて連帯保証人の取

付も原則として行います。 

 

<すべての患者様から「平等」に治療費をお支払いいただくために、気

持ちを強く持って、丁寧に対応します。退院する前までに精算いただ

くためには、病院内の連携や一丸となった対応が重要です。> 

５．退院時の対応 
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① 退院後直ちに誓約書をもとに未払い金の管理台帳等を作成します。 

② 翌日、誓約書を取り付けた病院の担当者（または多言語対応できる者）から患者様

へ電話し、支払いの確認を行います。確認した記録を書面にて記録します。 

③ 誓約書に記載の支払期日の前日までに再度電話にて支払いの確認を行います。確認 

した記録を書面にて記録します。 

 

☆ ≪対応必須事項 ≫☆   
必ず、出国までの間に、患者様へ電話し、未払い金の支払い確認をします。 ま

た、その確認した内容等を書面にて記録します。 

 

<未払い金については発生直後から徹底した 督促と回収を行うことが   

重要です。また 管理台帳等の作成や督促等の記録の作成も重要です。> 

６．退院後から未払い金の支払期日までの対応 
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☆ ≪対応必須事項 ≫☆  

以下の①②に記載したことは、すべて対応必須事項です。 

①病院内にて、未払い金についての定期的な管理を行います。  

ａ．支払期日の翌日に入金確認をします。入金状況について管理台帳等へ記

録します。  

ｂ．支払期日の翌日までに入金がない場合には、その後、入金があるまで、

以下の②の定期的な督促等を行います。また、その行動記録を管理台帳等

へ記録します。 

ｃ．国や自治体の補償制度や（海外旅行保険等にご加入の場合）保険会社等

からの支払いが可能なものがあるか確認します。ある場合には支払い請求

等を行うとともに、管理台帳等へ記録します。 

ｄ．督促・回収を担当する職員を配置するなど、定期的かつ継続的に対応で

きるようにします。 

②患者様とその連帯保証人へ定期的な支払い督促等を行います。また、その

行動記録を管理台帳等へ記録します。 

ａ．支払期日経過後１週間以内に、患者様へメールまたは手紙にて支払い確

認を行います。（誓約書コピーを同封します。） 

ｂ．支払期日経過後１か月以内に、国際電話にて支払い確認を行います。 

（送金確認または送金予定日等を確認します。）  

ｃ．支払期日経過後毎月１回は国際電話にて支払い督促を行います。また、

２か月に１回はメールまたは手紙にて支払い督促を行います。その際、す

みやかに支払いがなされない場合には、連帯保証人へも督促・回収する旨

を伝えます。 

ｄ．支払期日経過後２か月以内に連帯保証人へ国際電話またはメール・手紙

のいずれかの方法にて支払い督促を行います。 

ｅ．支払期日経過後２か月に１回は連帯保証人へ国際電話、メールまたは手

紙のいずれかの方法にて支払い督促を行います。 

ｆ．海外旅行保険等からの支払いが遅延している場合には、引受保険会社の

日本支店または本社等に電話して支払い督促を行います。 

 

<未払い金について、定期的な管理と継続的な督促（電話・手紙等）・

回収が重要です。管理台帳等への行動記録の記載も重要です。> 

 

７．支払期日の翌日～その後３か月までの対応 



 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆ ≪対応必須事項 ≫☆  

以下の①②に記載したことは、すべて対応必須事項です。 

①病院内にて、未払い金について定期的な管理を行います。  

ａ．定期的に入金確認をします。毎月末時点での未入金状況は管理台帳等に

て把握可能な状況にしておきます。  

ｂ．支払期日の翌日から３か月以内に入金がない場合には、その後、入金が

あるまで、以下の②の定期的な督促等を行います。また、その行動記録を

管理台帳等へ記録します。  

ｃ．国や自治体の補償制度や（海外旅行保険等にご加入の場合）保険会社等

からの支払いが完了していない場合には、その入金予定日等を再度確認し

ます。また、管理台帳等へ記録します。 

ｄ．督促・回収を担当する職員を配置するなど、定期的かつ継続的に対応で

きるようにします。 

②患者様とその連帯保証人へ定期的な支払い督促等を行います。また、その

行動記録を管理台帳等へ記録します。 

ａ．毎月１回は国際電話にて支払い督促を行います。また、２か月に１回は

メールまたは手紙にて支払い督促を行います。 

ｂ．支払期日経過後２か月に１回は連帯保証人へ国際電話、メールまたは手

紙のいずれかの方法にて支払い督促を行います。 

ｃ．海外旅行保険等からの支払いが遅延している場合には、引受保険会社の

日本支店または本社等に電話して支払い督促を行います。 

ｄ．弁護士やサービサーに委託した回収等についても検討します。また、そ

の検討結果や委託を実施する場合にはその回収状況等を管理台帳等へ記録

します。 

 

<未払い金について、定期的な管理と継続的な督促（電話・手紙等）・ 回

収が重要です。管理台帳等への行動記録の記載も重要です。> 

８．３か月経過後～６か月までの対応 
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☆ ≪対応必須事項 ≫☆  

以下の①②に記載したことは、すべて対応必須事項です。 

①病院内にて、未払い金について定期的な管理を行います。  

ａ．定期的に入金確認をします。毎月末時点での未入金状況は管理台帳等に

て把握可能な状況にしておきます。  

ｂ．支払期日の翌日から６か月以内に入金がない場合には、その後、入金が

あるまで、以下の②の定期的な督促等を行います。また、その行動記録を

管理台帳等へ記録します。  

ｃ．国や自治体の補償制度や（海外旅行保険等にご加入の場合）保険会社等

からの支払いが完了していない場合には、その入金予定日等を再度確認し

ます。また、管理台帳等へ記録します。 

ｄ．督促・回収を担当する職員を配置するなど、定期的かつ継続的に対応で

きるようにします。 

②患者様とその連帯保証人へ定期的な支払い督促等を行います。また、その

行動記録を管理台帳等へ記録します。 

ａ．毎月１回は国際電話にて支払い督促を行います。また、２か月に１回は

メールまたは手紙にて支払い督促を行います。 

ｂ．支払期日経過後２か月に１回は連帯保証人へ国際電話、メールまたは手

紙のいずれかの方法にて支払い督促を行います。 

ｃ．海外旅行保険等からの支払いが遅延している場合には、引受保険会社の

日本支店または本社等に電話して支払い督促を行います。 

ｄ．弁護士やサービサーに委託した回収等についても検討します。また、そ

の検討結果や委託を実施する場合にはその回収状況等を管理台帳等へ記録

します。 

 

<未払い金について、定期的な管理と継続的な督促（電話・手紙等）・ 回

収が重要です。管理台帳等への行動記録の記載も重要です。> 

９．６か月経過後～の対応 
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